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要旨：本研究では途上国で見られるせん断補強筋が配されていない柱梁接合部を有する鉄筋コンクリート造

建物の耐震補強法を提案することを最終の目的とする。本稿ではその第一段階として，接合部の耐震補強に

必要な設計条件を明確にすることを目的に，接合部の損傷低減を図る鋼製デバイスを試設計した。ト形柱梁

接合部の試験体 2 体を対象に補強デバイスの有無をパラメータとする静的繰り返し載荷実験を行った。実験

結果より，本補強デバイスにより接合部のひび割れ拡大を抑制し，梁曲げ降伏が先行する降伏機構を形成し

得ることを確認するとともに，補強デバイスの課題についても検討した。 
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1. はじめに 

 2009 年インドネシア・スマトラ島地震の被害調査 1)に

よると，エンジニアド建築を含む比較的規模が大きい鉄

筋コンクリート造（以下 RC）建物が，甚大な被害を被

った。RC 建物の典型的な被害として，せん断補強筋が

配筋されていない柱梁接合部の破壊が挙げられる。この

種の被害は途上国の地震被害にしばしば見られるため，

既存建物に対する有効かつ合理的な耐震補強工法の開発

が急務である。 

日本では，兵庫県南部地震以来，RC 柱梁接合部の被

害が注目された 2)。しかし，接合部にはスラブや直交梁

が接続するため，耐震補強を行う場合，鋼板等の補強材

と接合部パネルとの取り合いは一般に複雑となり，現実

的な補強材の配置方法は限られる。国内の既存建物の十

字型接合部に対する耐震補強工法として，文献 3),4)では

炭素繊維補強プラスチックや鋼製ハンチ，を用いた補強

工法がそれぞれ提案され，補強効果が実験的に確認され

ている。しかし，途上国で見られるせん断補強筋がない

極めて不適切な構造詳細を有する接合部に対する耐震補

強工法に関する研究は報告されていない。 

一方，文献 5)では，前述したスマトラ島地震で接合部

が破壊した建物の外柱－梁部分架構の小型模型を対象に

構造実験が行われた。同文献では外柱－梁接合部の破壊

は架構の軸力支持性能の喪失も招くことが報告されてお

り，この種の接合部の耐震補強の重要性を再確認できる。 

以上を背景として，本研究では途上国で見られるせん

断補強筋が配されていない柱梁接合部を有する RC 建物

の耐震補強法を提案することを最終の目的とする。本稿

ではその第一段階として，接合部の耐震補強に必要な設

計条件を明確にすることを目的に，接合部の損傷低減を

図る鋼製デバイスを試設計し，その適用実験を行った結

果について報告する。 

 

2. 研究対象建物と接合部 

 研究対象は，写真－1 に示す西スマトラ州都パダン市

の中心部に所在した 3 階建て RC 建物（2005 年竣工，階

高 3m，梁間・桁行スパン 7m のフレーム構造）の外柱梁

接合部である。この建物では，主筋の座屈やカバーコン

クリートの剥落などの損傷が接合部に集中していた。現

地調査により，図－1 に示すように，この接合部内には 

 

  

写真－1 研究対象建物（左）と接合部（右）5) 

 

 

図－1 研究対象の柱梁接合部，柱・梁断面図 1) 
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せん断補強筋が配されていないこと，柱梁の補強筋のフ

ックが 90°であることなどが確認された 1)。 

 

3. 耐震補強工法の概要 

3.1 架構の変形メカニズム 

文献 5)では，研究対象の接合部の小型（1/3 スケール）

模型実験が行われ，その変形挙動が実験的に検証された。

実験より得られた変形の概要は以下の通りである。 

・ 図－2 に示すように，正載荷では梁上端から接合部

の対角方向に延びる斜め（対角）ひび割れ，梁下端か

ら対角ひび割れの中央付近を結ぶ入隅部ひび割れが

発生する。負載荷では，同図に示すようにひび割れが

発生する。 

・ 対角ひび割れ及び入隅部ひび割れが，正載荷では

図－2 の A,B,C 点，負載荷では D,E,F 点を支点にそ

れぞれ拡幅する。 

 

 

図－2 架構の変形状態（左：正載荷，右：負載荷） 

 

3.2 耐震補強工法の構想 

筆者らは途上国におけるこの種の接合部を合理的に

耐震補強するためには，RC 袖壁を増設することが途上

国の技術水準や使用可能な材料を考慮すると現実的であ

ると考えている。本研究では袖壁に必要な性能を評価す

ることを最終的な目標に設定するが，本稿ではその基礎

研究として，図－2 の接合部挙動に基づいて接合部のせ

ん断破壊を防止するための力学的な条件について検討す

る。図－2 に示した入隅部ひび割れは，地震時に柱，梁

端部モーメントによって生じた各主筋引張力により発生

したと考えられる。本研究ではこの入隅部ひび割れの拡

幅を抑制することを試みる。入隅部ひび割れの拡幅の抑

制は，図－2 の変形挙動すなわち対角方向の斜めひび割

れの拡幅の抑制や，結果的に接合部のせん断破壊の抑制

にも寄与することを期待した。これを実現する局所的な

補強デバイスとして，柱，梁主筋の引張力を，それぞれ

接合部を介さずに梁，柱に伝達する図－3，4 に示すデバ

イスを試設計した。補強デバイスおよび躯体との接合部

の設計条件は式(1)～(3)を満たすこととした。 

［梁主筋の引張力の伝達について］ 

  bacpcpbab TQTQQ ** ,,,min             (1) 

 ここで，bQa：梁上／下面のアンカ－の許容せん断耐力，

bQp：梁上／下面の水平鋼板の許容せん断耐力（=2・btp・

blp・fs，図－4 参照），cTp：柱側面の鉛直鋼板の許容引張

耐力（=2・ctp・clp・ft，図－4 参照），cQa：柱側面のアン

カ－の許容せん断耐力，Tb：梁主筋の引張強度である。 

［柱主筋の引張力の伝達について］ 

  cabpbpcac TTQQQ ,,,min **                 (2) 

ここで，cQp：柱側面の鉛直鋼板の許容せん断耐力（=2・

ctp・clp・fs，図－4 参照）， bTa：梁上／下面のアンカ－の

許容引き抜き耐力，Tc：柱主筋の引張強度である。 

ただし，*を付した bQp，cQa については，二方向応力

に対する式(3)の確認を要する。ここで二方向応力とは二

方向のせん断応力を同時に受ける場合を指す。なお，梁

側面のアンカ－には引張応力とせん断応力が同時に作用

するが，その複合作用については考慮しなかった。 

  22,min cbacpb TTQQ           (3) 

なお，本研究で用いた試験体に対する計算例について

は 4.3 節で後述する。 

 

 

図－3 耐震補強イメージ図 

 

 

図－4 補強デバイスの構造詳細 

 

4. 実験方法と試験体の概要 

4.1 ト形接合部の部分架構実験方法の概要 

 本実験では 2 章に示した接合部の上下柱及び梁の反曲
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点位置までを抜き出した試験体の部分架構実験を計画す

るが，既存の載荷装置が許容する範囲（試験体幅約 2.5m）

で可能な限り実大に近づけることを試みた。図－5（a）

に同接合部を 3/4 スケールに縮小した場合の寸法と地震

時のモーメント分布を示す。この場合，実験装置の許容

寸法を超過するため，架構を 90°回転させ，また，梁長

さを短くすることで許容寸法を満足させた。ただし，梁

のモーメント分布は図－5（a）を維持するため，同図（b）

のように梁端部にせん断力Qに比例する曲げモーメント

M1 を加える計画とした。 

 

 

図－5 ト形接合部の部分架構の実験計画 

 

4.2 試験体計画 

試験体は，対象建物のト形接合部の 3/4 スケール模型

であり，上下の柱の反曲点まで，梁の端部から長さ 1.09m

（2D 以上，D：梁せい）を切り出した部分架構である。

図－6 に試験体の形状および配筋を示す。表－1 に試験

体の諸元，表－2 にコンクリートの材料特性，表－3 に

鉄筋および補強用鋼板の材料特性，表－4 に補強に使用

したアンカ－の規格値をそれぞれ示す。同表の平均耐力

はアンカ－の鋼材破壊による値。許容引張安全荷重は鋼

材の降伏荷重，定着したコンクリート躯体のコーン状破

壊荷重および樹脂のコンクリートに対する付着強度の最

小値である。許容せん断安全荷重はアンカ－のせん断破

壊荷重および定着した躯体コンクリートの圧縮破壊によ

る荷重の最小値である。補強の有無をパラメータとして

無補強試験体 J1 と補強試験体 J1-R の計 2 体を計画した。

図－7 に補強試験体の補強部詳細図を示す。補強部と既

存部の一体性を確保するため，補強鋼板と既存部の間に

20mm の無収縮グラウト材を注入した。グラウト材の圧

縮強度は 38.8N/mm2 である。 

 

表－1 接合部試験体の構造諸元 

 柱 梁 

断面 300×300mm 300×450mm 

主筋 4-D16 (pt=0.88%) 5-D16 (pt=0.74%) 

補強筋 φ9@113mm (pw=0.38%) 

※ここで，pt: 引張鉄筋比，pw: せん断補強筋比 

表－2 コンクリートの材料試験結果 

材齢 
（日） 

ヤング係数 
(N/mm2) 

圧縮強度 
(N/mm2) 

引張強度 
(N/mm2) 

37 2.4×104 19.5 3.0 

※対象建物のコンクリート圧縮強度は 21(N/mm2)5) 

 

表－3 鉄筋・補強用鋼板の材料試験結果 

名称 
降伏強度 
(N/mm2) 

引張強度 
(N/mm2) 

ヤング係数 
(N/mm2) 

降伏ひずみ 
(μ) 

D16 383.0 563.2 1.86×105 2063 

φ9 370.4 527.0 2.06×105 1758 

SS400 367.6 448.4 2.13×105 1751 

※対象建物の鉄筋(D22，φ12)の降伏強度はそれぞれ

391.9，326.4(N/mm2) 5) 

 

表－4 補強用アンカ－の規格値 

平均耐力 許容安全荷重 
呼び径 

穿孔径 
(mm) 

穿孔深さ 
(mm) 引張 

(kN) 
せん断 

(kN) 
引張 
(kN) 

せん断 
(kN) 

φ16 18 130 77.9 46.7 24.8 24.7 

 

 

図－6 接合部試験体の形状及び配筋図 

 

4.3 補強部耐力の検討 

4.3.1 梁主筋の引張力の伝達 

 補強デバイスが梁主筋の引張力を柱に伝達できること

を，式(4)～(9)によって保証した。 

[梁主筋の引張力] 

kNTb 380383993                       (4) 

[梁上／下面のアンカ－の許容せん断耐力] 

kNQab 2.3957.2416               (5) 
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図－7 補強試験体形状及び力の伝達 

 

[梁上／下面の水平鋼板両端部の許容せん断耐力] 

kNQpb 8713/6.367)184300(92   (6) 

[柱側面の鉛直鋼板の許容引張耐力] 

kNTpc 15086.367)184300(92       (7) 

[柱側面のアンカ－の許容せん断耐力] 

kNQac 8.5927.2424                     (8) 

bacpcpbab TQTQQ ),,,min(                  (9) 

4.3.2 柱主筋の引張力の伝達 

 補強デバイスが柱主筋の引張力を梁に伝達できること

を，式(10)～(13)によって保証した。 

[柱主筋の引張力] 

kNTc 304383794                     (10) 

[柱側面のアンカ－の許容せん断耐力]式(8)より 

[柱側面の鉛直鋼板両端部の許容せん断耐力] 

kNQpc 8713/6.367)184300(92   (11) 

[梁上／下面の鋼板両端部の許容せん断耐力] 式(6)より 

[梁上／下面のアンカ－の許容引き抜き耐力] 

kNTab 3978.2416                     (12) 

cabpbpcac TTQQQ ),,,min(                 (13) 

4.3.3 二方向応力に対する検討 

 梁，柱主筋の引張力による二方向応力に対する鋼板お

よび柱側面のアンカ－の耐力は式(14)によって保証した。 

  kNQQ acpb 6.486304380,min 22       (14) 

 以上により，補強部の耐力を検討したが，アンカ－の

配筋ピッチ・ゲージに関する構造規定 6)を満足すること

が困難であったため，本実験では構造規定の約 1/2 の配

筋ピッチ・ゲージで施工したことを補足する（図－7）。 

4.4 載荷計画および計測計画 

図－8 に実験で用いた載荷装置を示す。試験体は，西

柱（下階柱）端をピン支承，東柱（上階柱）端をローラ

ー支承として載荷装置へ固定した。柱に入力されるせん

断力を測定するため，右柱端のピン支承下に鉛直方向に

ロードセルを設置した。梁は加力梁と固定した。載荷は，

水平ジャッキにより，変位制御による静的正負繰り返し

荷重を与えた。ただし，2 台の鉛直ジャッキにより，梁

端部に水平力に比例する曲げモーメントを加え，図－5

に示した対象建物の実際の梁長さを想定したモーメント

分布を実現した。図－5，8 より，鉛直ジャッキの力は式

（15）を満足するように制御した。 

QQN 264.05.3/)7.1625.2(           (15) 

載荷プログラムは，変形角（以下，R）R=1/800，1/400， 

1/200， 1/133，1/100，1/67，1/50，1/33，1/25rad. をそれ

ぞれ 1 サイクル行い，最後に R=1/17rad.まで正方向に半

サイクルとした。なお，本載荷装置では柱に軸力を作用

することは可能であるが，本実験では補強デバイスの挙

動や性能の評価に主眼をおいたため軸力は載荷しない計

画とした。 

 

 
図－8 載荷装置 

 

5 実験結果 

5.1 破壊経過と荷重変形関係 

図－9 に各試験体の接合部モーメントと梁の変形角の

関係をそれぞれ示す。接合部モーメントは柱端ロードセ

ルにより計測したせん断力と柱両端のピン中心間距離の

積として求めた。梁の変形角は図－8 に示す制御用変位

計の計測値を計測点と接合部中心間距離で除して求めた。

写真－2，3 に無補強試験体が最大耐力を記録した 1/67

サイクル終了時，実験終了時の試験体の破壊状況を比較

して示す。 

無補強の試験体 J1 では，R=1/800 のサイクルで梁と柱

の引張側入隅部や引張側側面に初期曲げひび割れが発生

した。R=1/200 の正負載荷で接合部に対角方向の斜めひ

び割れが発生し，これらのひび割れは柱の外側主筋に沿

って進展した（写真－2）。また，試験体の剛性が著しく

低下した。R=1/100 のサイクルより接合部のせん断ひび

割れ上でコンクリートの剥離が生じ始めた。その後，

R=1/67 のサイクルで最大耐力に達し（正：89kN・m，負：
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-90kN・m），その後，耐力が緩やかに低下した。最大耐

力まで，柱，梁主筋は降伏せず，接合部耐力により架構

の耐力が上限に達したと考えられる。R=1/25 の正載荷で

柱の主筋が露出し，座屈が確認された。同サイクルで，

写真－3 に示すように，柱主筋に沿い進展した接合部せ

ん断ひび割れが柱の外面に貫通し，接合部コンクリート

が大きく剥落した。R=1/17 まで正方向に半サイクル載荷

し，実験終了とした。 
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図－9 荷重変形関係 

 

 

 
写真－2  R=1/67 サイクル終了時の破壊状況 

 

補強試験体 J1-R では，R=1/800 のサイクルで梁と柱の

鋼板止端から先の部分で初期曲げひび割れが発生し，ま

た，梁と柱の引張側入隅部に曲げひび割れ，梁と補強デ

バイス間にひび割れ（肌別れ）が発生した。R=1/400 の

負載荷で梁の東面の一段目のアンカ－位置（図－7 参照）

に曲げひび割れが現れた。同サイクルで，補強デバイス

が試験体側面に対して相対回転を生じ，両者の一体性が

失われ始めた。これは鋼板の穿孔径がアンカ－の直径よ

り 2mm 程度大きく，補強鋼板とアンカ－間に隙間があ

ることに起因すると考えられる。その後，R=1/200 の正

負載荷で，接合部に対角方向の斜めひび割れが発生した。

上記のように，補強デバイスと試験体の一体性が早期か

ら失われ始めた結果，接合部のひび割れ発生の抑制には

補強の効果が見られなかった。しかし，補強試験体では

R=1/100 の負載荷で梁の一段目のアンカ－付近（図－7

参照）で梁主筋が降伏し，梁降伏機構を形成した。その

後，載荷が進むに伴い，主に梁の補強鋼板端部から接合

部にかけてひび割れの本数と幅が増加したが，顕著な損

傷（ひび割れの開閉）は梁の補強デバイス端部の曲げひ

び割れと接合部のせん断ひび割れで観察された（写真－

2）。R=1/33 の正載荷で柱，梁の補強デバイス未接続部分

におけるせん断ひび割れや接合部におけるコンクリート

の剥落が生じ始めた。同サイクルの負載荷で，負側最大

耐力-183kN・m が記録された。続いて，R=1/25 のサイク

ルで正側最大耐力 176 kN・m が記録された。R=1/17 で

柱主筋の露出，座屈，補強デバイスの鋼板の局部座屈（写

真－4，写真－3 の枠内）が目視により確認された。実験

終了まで，試験体耐力の顕著な低下は認められなかった。 

図－10 に両試験体の各サイクル正載荷ピーク時にお

ける入隅部ひび割れと対角方向のひび割れの最大幅の推

移を比較する。補強デバイスにより，とくに入隅部ひび

割れの拡幅が抑制されたことがわかる。一方，対角方向

のひび割れの拡幅に対する抑制効果はほとんど見られず，

3.2 節で当初計画した入隅部ひび割れに対する損傷低減

効果のみが確認された。しかし，入隅部ひび割れの拡幅

のみを抑制することで梁降伏機構を形成できた結果は興

味深く，今後より詳細な接合部挙動の分析が必要である。 

 

 
写真－3 最終破壊状況 

 

 
写真－4 補強鋼板の破壊状況 
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図－10 接合部ひび割れ幅の比較 

 

5.2 梁降伏を仮定した架構の性能評価 

 補強試験体が梁降伏機構を形成したことを裏付けるた

め，柱，梁の剛性，耐力評価 7)，8)に基づく，架構の性能

評価を行った。補強試験体の柱，梁の耐力と剛性低下率

を式(16)～式(19)により評価した。ただし，実験結果に基

づき梁は補強デバイス端部（一段目アンカ－位置）で降

伏すると仮定した。また，接合部は剛域とみなして計算

した。図－11 において計算値を実験結果と比較する。補

強試験体の性能曲線が梁降伏を仮定した計算値とおよそ

一致した。 

【柱・梁の曲げひび割れ耐力】 
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56.0

ND
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 ここで，上式の各記号は文献 7)，8)を参照されたい。 
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図－11 荷重変形関係の包絡線と解析値の比較 

6 まとめ 

本研究では，せん断補強筋が配されていないト形柱梁

接合部の耐震補強法を提案するため，鋼製デバイスを用

いた耐震補強の有無をパラメータとする部分架構試験体

の実験を行い，以下の知見を得た。 

(1) 既往の研究 5)より得られた知見に基づいて，ト形接

合部のせん断変形を抑制する方法として柱梁の入

隅部に発生するひび割れの拡幅を抑制することを

計画した。これを実現する局所的な補強デバイスを

設計，製作した。 

(2) 無補強の試験体は接合部のせん断破壊が先行して

発生し，その耐力は梁曲げ降伏先行型を仮定して計

算された架構の耐力を大きく下回った。 

(3) 一方，補強した試験体は，梁降伏先行の降伏機構を

形成し，大変形領域まで顕著な耐力低下が生じなか

った。本研究で試作した補強デバイスが接合部の耐

力低下の抑制に有効に作用したことを確認した。 

(4) 補強デバイスと試験体の一体性は早期に喪失され，

補強試験体の接合部にも比較的大きな損傷が発生

した。 
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